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●調査テーマ
学校での取り組み（主幹教諭・教務主任調査）
学習指導に関する実態（理科教員調査、社会科教員調査）

●調査方法
郵送による自記式質問紙調査。FAXにて回収を行った。

●調査時期
2012年4月〜 7月

●調査対象
⑴　主幹教諭・教務主任調査
全国の中学校（国立・公立・私立）の主幹教諭・教務主任
（配布数：10,317名、有効回答数：3,483名、有効回答率：33.8%）

⑵　理科教員調査
全国の中学校（国立・公立・私立）の中１・中２・中３の理科担当教員
（配布数：30,951名、有効回答数：8,676名、有効回答率：28.0%）

⑶　社会科教員調査
全国の中学校（国立・公立・私立）の中１・中２の社会科担当教員
（配布数：20,622名、有効回答数：4,475名、有効回答率：21.7%）

※本報告書で使用している百分比（％）は、有効回答数のうち、その設問に該当する回答者を母
数として算出し、小数点第2位を四捨五入して表示した。四捨五入の結果、数値の和が100
にならない場合がある。

※経年比較に用いている2011年度の値は､ 震災の影響により東北6県と茨城県は含まれてい
ない。

調査概要
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本年度から新教育課程は完全実施された。主要

教科等の授業時数が増加し、それに伴い教科書は

「質・量両面で格段に充実」した。全国学力調査

は国語、数学に理科が新たに加わった。今回の調

査結果は以前とどう変わったのであろうか。

1 年間授業時数の増加について

今年度、最も顕著な変化がみられたのは公立校

の年間授業時数である。昨年度は新教育課程への

移行期間であったが、旧標準授業時数（980）を遵

守した学校が56～ 57％であった。他は新標準授

業時数（1015）、あるいは若干プラスする形で行っ

ていた。今年度は当然ながらすべての中学校が新

標準授業時数へ移行したが、調査では78～ 80％

でほぼ8割である。

つまり、後の２割程度は新標準授業時数よりも

多く実施している。それは昨年度も見られた傾向

であったが、今年度は昨年度に比べて新標準時数

よりも多い学校がほぼ倍増している。中には、ご

く少数であるが、1121時間以上実施している学

校がある。

新標準授業時数よりも多いということは、最近

授業時数確保の理由で年間数日を土曜日授業にし

ている学校が増加しているためであろう。あるい

は、何らかのスクール・ポリシーがあって授業時

数を多くしていると考えられる。それは今後増加

するのであろうか。

年間授業時数が多いのは私立校である。昨年度

の調査をみても年間1121時間以上はほぼ50%で

あった。今年度はさらに増加して58～60％となっ

ている。このような学校は当然ながら土曜日も年

間通して授業を行っているであろう。今後、公立

校は週５日制、私立校は週６日制として定着する

のであろうか。

2 新学習指導要領の全面実施後の課題⑴

新教育課程実施によって大きく変わったのは年

間授業時数のみではない。教科書が質・量ともに

大きく変わった。年間通してすべて教えることが

不可能なほど教科書は厚くなった。

それは学校の体制にどんな影響をもたらしてい

るのであろうか。

昨年度の調査では新教育課程への完全移行を目

前にして「新学習指導要領の全面実施にあたり、

次のことにどれくらい不安を感じるか」を聞い

たが、「とても不安＋やや不安」が増大していた。

例えば、「教員の多忙化の加速」は87.4%の高さで

あった。「担当教科による教員間の負担のアンバ

ランス」は83.5%、「人員の不足」は78.6%、「授業

時間の確保」は67.6％であった。

今年度、新教育課程を実施してみて、どのよう

な課題が見出されたのか、教員の不安感や負担感

の増大は少しは軽減されたのか、その結果はどう

であろうか。

今回の調査で「新学習指導要領の全面実施後、

次のようなことが課題になっていますか」とたず

ねたところ、次のような傾向がみられた。

最も高かったのは「教員の多忙化の加速」で「と

ても課題と感じる＋やや課題と感じる」（以下

同）は90.3%であった。次が「授業時間の確保」で

83.7%であった。昨年の「不安感」の67.6％に対し

高い値になっている。年間授業時数が新標準に改

められたが、それは決してスムーズな移行でな

かったことをうかがわせる。むしろ、新標準に移

行しても、なお授業時数確保に課題があって土曜

日授業を年間数日考えざるを得ない状況があるの

ではないだろうか。また、「担当教科による教員

間の負担のアンバランス」の課題は81.0%、「人員

の不足」の課題は80.9%で、いずれも昨年の「不安

解説◉調査結果から読み取れること

教育創造研究センター所長　髙階		玲治
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感」とほとんど変わらず高いままである。

これら４つの課題は主に組織面にかかわる内

容であるが、新教育課程実施に深くかかわる「教

育課程の編成」と「教科書の内容の増加」はどうで

あろうか。前者は70.7%、後者は64.3%であった。

７割前後の学校が課題視しているが、むしろ切実

な課題は次のようなことである。

3 新学習指導要領の全面実施後の課題⑵

今回の調査で浮かびあがってきた課題に主に生

徒の指導にかかわる事項がある。

指導上の課題で最も高かったのは「学習意欲の

向上や学習習慣の確立」で82.2%であった。「生徒

間の学力格差の拡大」は78.5%である。「授業につ

いていけない生徒の増加」は73.6%である。

昨年度の調査で「生徒間の学力格差の拡大」へ

の「不安感」は63.1%であったのに対し全面実施後

の課題認識は高まっているといえる。予想以上に

新教育課程は指導上でも大きな課題が見出された

のである。結果として「授業についていけない生

徒の増加」（73.6％）の課題につながる。新教育課

程の質・量両面での格段の充実が生み出した課題

と言えるであろう。

さらに教師の指導面についても課題がみられ

る。「各教科における言語活動の充実方法」は

80.6%である。「新しい学力観に対応した評価の

あり方」は71.2%である。新教育課程にみられる

新たな指導のあり方、特に言語活動の充実と学習

評価が教師に徹底していない、ということである。

それでいて「教員の指導力の不足」は43.8%で最下

位であった。

新教育課程完全実施1年目の現状で既に大きな

課題が見出されている。各学校は生徒の課題を中

心に解決に向けた取り組みを早急に進める必要が

ある。

なお、本調査で「新学習指導要領の全面実施後

の取り組みの変化」についてたずねたところ、「増

やす予定」として「言語活動の充実に資する全校

的な取り組み」が45.6%、「校内研修」が32.7%で

あった。「宿題」「外部人材の活用」「放課後の学

習指導」は、17%前後であった。

4 学校の取り組み状況について

本調査は毎年「全校的な取り組み」の調査を

行っているが、「行っている＋行う予定」の値は例

年とほとんど変わらなかった。ここ数年でやや増

加傾向があるのは「夏休み中の授業や補習」（2010

年　74.8 % →2011年　77.5 % →2012年　79.4 %、 以

下同）、「地域や県などを単位とした学力テスト」

（64.7%→67.6%→69.8%）、「長期休業期間の短縮」

（22.7%→25.7％→26.8％）、「土曜日の授業や補習」

（15.3%→18.1%→19.7%）である。

全体的には従来とほとんど変わらない「全校的

な取り組み」の様子であるが、わずかながら増加

した項目は今後も微増を続けることが予想され

る。最も重要な問題は、先に示された課題の多さ

であって、新教育課程の取り組みへの積極的な解

決策を早急に見出す必要があると考える。新教育

課程の充実こそが待たれるのである。

1
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習
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導
や
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補習や学習時間の確保に関する取り組みは増加傾向。

全校的な取り組みの実施率（｢行っている｣+｢行う予定｣の合計）をみると（図1-1）、「家庭学習の指導」
（96.9%）と｢生活習慣の指導｣（95.9%）は、ほとんどの学校が実施している。また、補習や学習時間
の確保に関して｢夏休み中の授業や補習｣は79.4%と多くの学校が実施しており､ ｢放課後の補習授業｣
が半数程度（55.6%）､ ｢土曜日の授業や補習｣は2割程度（19.7%）である｡ これらを設置者別にみた
ところ､ ｢放課後の補習授業｣ ｢土曜日の授業や補習｣で国立･公立より私立の実施率が顕著に高くなっ
ている（図1-2）｡

DATA❶	全校的な取り組みについて

Q 今年度、全校的な取り組みとして、次のようなことを行っていますか（行う予定ですか）。

図1-1　全校的な取り組み

家庭学習の指導

生活習慣の指導

夏休み中の授業や補習

市販の標準学力検査

地域や県などを単位
とした学力テスト

小・中学校の連携
・一貫教育

放課後の補習授業

保護者や地域住民による
授業支援（ゲスト講師など）

習熟度別授業

長期休業期間の短縮

二学期制・二期制

土曜日の授業や補習

（％）

90.4 0.7
2.4

6.5

90.4 1.0
3.1

5.5

49.5 0.919.819.829.9

9.8

11.5

16.0

61.4 1.327.527.5

58.3 1.428.828.8

50.1 1.032.932.9

36.6 1.842.642.619.0

32.4 1.643.043.023.0

38.0 1.548.648.611.9

21.8 1.571.771.75.0

21.1 0.278.578.5

16.5 1.379.079.03.23.2

0.20.2

図1-2　全校的な取り組み－補習や学習時間の確保に関する項目－（設置者別）

放課後の補習授業

長期休業期間の短縮

土曜日の授業や補習

夏休み中の授業や補習

「行っている」＋「行う予定」の合計値（％）

■ 国立
■ 公立
■ 私立

41.9
52.2

82.9

3.2
11.2

88.0

32.8

32.3
26.0

38.7
78.5

89.7
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さらに経年比較をみると（図1-3）､ 多くの項目でここ数年は横ばいとなっているが、その中でも漸増
傾向にあるのが､補習や学習時間の確保に関する項目であり、「夏休み中の授業や補習」が10年度比4.6
ポイント増、「放課後の補習授業」と「土曜日の授業や補習」がいずれも09年度比5.9ポイント増となっ
ている。また､「地域や県などを単位とした学力テスト」も09年度比で4.8ポイント増加している｡

※「夏休み中の授業や補習」は2009年度調査では聞いていない。
※2011年度の値は、東北6県と茨城県は含まない。

Q
図1-3　全校的な取り組み（経年比較）

今年度、全校的な取り組みとして、次のようなことを行っていますか（行う予定ですか）。

家庭学習の指導

夏休み中の授業や補習

地域や県などを単位
とした学カテスト

小・中学校の連携
・一貫教育

放課後の補習授業

保護者や地域住民による
授業支援（ゲスト講師など）

習熟度別授業

長期休業期間の短縮

二学期制・二期制

生活習慣の指導

市販の標準学力検査

土曜日の授業や補習

■ 2009年度
　 2010年度
■ 2011年度
■ 2012年度

「行っている」＋「行う予定」の合計値（％）

96.0

96.9

95.7
94.7
95.9

77.5
79.4

74.8

69.1
66.4

71.2

64.7
67.6

62.0
58.9

66.1

55.6

55.4

49.9
49.7
49.9

22.7
25.7
26.8

23.6

21.3

15.3
18.1
19.7

96.4

95.3

95.1

69.3

65.0

69.8

82.2

49.7
51.2

55.1

71.2
71.0

55.3

53.9

22.4

22.2
22.8

13.8
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定期テストの年間平均実施回数は､三学期制では各学年とも4.5
～ 4.6回、二学期制では１･２年生で4.0回、３年生で3.5回。

１年間に行われる定期テストの平均実施回数は、三学期制の学校では１･２年生で4.6回、３年生で4.5
回、二学期制の学校では１･２年生で4.0回、３年生で3.5回である｡ ここ３年間はほぼ横ばいでほと
んど変化はみられない。

DATA❷	定期テストの実施状況

Q 今年度の定期テストの予定について、実施の有無をご記入ください。

※定期テストの実施回数については、テストの実施を示す「○」が１つもないケースと極端に少数だったケースを母
数から除外して数値を集計した。

※2011年度の値は、東北6県と茨城県は含まない。

１年生

２年生

３年生

三学期制

二学期制

4.60

4.63

4.61

■ 2010年度
■ 2011年度
■ 2012年度

（回）

3.95

3.95

3.96

三学期制

二学期制

4.61

4.63

4.61

3.96

3.95

3.95

図1-4　定期テストの実施回数（経年比較）

三学期制

二学期制

4.51

4.52

4.51

3.52

3.51

3.54
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実力テストの年間平均実施回数は１･２年生が1.6～1.7回､ ３
年生が4.4回｡

今年度、実力テストを「行う」とする学校は82.1%である｡ ｢行う｣と回答した学校のうち､ 年間の平均
実施回数は１・２年生が1.6〜1.7回､３年生が4.4回である｡ 実施時期は､１･２年生については１月、
2月、4月に実施するところが多く､ ３年生は９月、11月､ １月に実施するところが多い｡

Q 今年度、実力テストを実施する予定ですか。

図1-5　実力テストの実施予定

行う
82.1％

行う予定はない

無答・不明

9.0％9.0％

8.9％8.9％

Q 【「行う」と回答した場合のみ】実力テストの実施時期に○をつけてください。

図1-6　実力テストの実施回数

１年生 1.56

２年生 1.66

３年生 4.39

（回）

DATA❸	実力テストの実施状況

表1-1　実力テストの実施時期（上位３ヶ月）

１年生 ２年生 ３年生

１月　　　　（30.2%） １月　　（30.7%） ９月　　（63.6%）

２月　　　　（22.6%） ２月　　（23.0%） 11月　　（63.4%）

４月　　　　（22.2%） ４月　　（22.8%） １月　　（62.5%）

※カッコ内は、実力テストを実施する予定の学校における実施率。
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年間の授業時数はどの学年でも新標準授業時数の｢1015時間｣
が72～73％､ ｢1015時間｣より多い時数が23～25％。

年間で予定している授業時数は､ 新標準時数である｢1015時間｣が各学年とも7割程度である。設置者
別にみると、国立･公立はどの学年でも「1015時間」が7割台で最も多いが､ 私立は｢1121時間以上｣が
約6割と最も多くなっており、昨年度よりも増加している。

DATA❹	年間授業時数

Q 今年度、年間で何時間の授業を予定していますか。

979時間以下
980時間（旧標準授業時数）
981～1014時間
1015時間（新標準授業時数）
1016～1050時間
1051～1085時間
1086～1120時間
1121時間以上
無答・不明

979時間以下
980時間（旧標準授業時数）
981～1014時間
1015時間（新標準授業時数）
1016～1050時間
1051～1085時間
1086～1120時間
1121時間以上
無答・不明

979時間以下
980時間（旧標準授業時数）
981～1014時間
1015時間（新標準授業時数）
1016～1050時間
1051～1085時間
1086～1120時間
1121時間以上
無答・不明

1.5%
0.3%
0.0%
20.0%
2.6%
1.5%
5.1%
59.5%
9.5%

1.5%
0.3%
0.0%
20.0%
2.1%
1.8%
5.1%
59.2%
10.0%

1.5%
0.3%
0.3%
20.0%
1.8%
2.3%
4.6%
58.2%
11.0%

私立
0.0%
0.0%
0.0%
78.3%
6.7%
7.4%
2.7%
2.1%
2.7%

0.0%
0.0%
0.0%
78.5%
6.4%
7.1%
3.0%
2.2%
2.7%

0.1%
0.1%
0.3%
79.5%
11.3%
3.2%
1.2%
1.6%
2.7%

公立
0.0%
0.0%
0.0%
74.2%
16.1%
0.0%
0.0%
0.0%
9.7%

0.0%
0.0%
0.0%
77.4%
12.9%
0.0%
0.0%
0.0%
9.7%

0.0%
0.0%
0.0%
77.4%
12.9%
0.0%
0.0%
0.0%
9.7%

（0.6%）
（3.6%）
（0.0%）
（23.2%）
（1.5%）
（2.7%）
（6.6%）
（50.3%）
（11.4%）

（0.6%）
（3.6%）
（0.0%）
（23.2%）
（1.5%）
（2.4%）
（6.9%）
（50.0%）
（11.7%）

（0.6%）
（3.6%）
（0.0%）
（22.9%）
（1.5%）
（2.1%）
（6.9%）
（49.4%）
（13.0%）

（0.0%）
（63.4%）
（2.6%）
（23.4%）
（5.1%）
（1.4%）
（1.1%）
（0.9%）
（2.2%）

（0.0%）
（63.5%）
（2.2%）
（23.6%）
（4.8%）
（1.7%）
（1.0%）
（1.0%）
（2.3%）

（0.0%）
（64.8%）
（4.7%）
（22.9%）
（3.2%）
（0.7%）
（0.6%）
（0.8%）
（2.3%）

（0.0%）
（21.7%）
（0.0%）
（60.9%）
（17.4%）
（0.0%）
（0.0%）
（0.0%）
（0.0%）

（0.0%）
（21.7%）
（4.3%）
（60.9%）
（13.0%）
（0.0%）
（0.0%）
（0.0%）
（0.0%）

（0.0%）
（26.1%）
（8.7%）
（60.9%）
（4.3%）
（0.0%）
（0.0%）
（0.0%）
（0.0%）

国立
0.2%
0.0%
0.0%
71.7%
6.3%
6.7%
3.0%
8.5%
3.5%

0.2%
0.0%
0.0%
71.9%
6.0%
6.4%
3.2%
8.6%
3.6%

0.3%
0.1%
0.3%
72.8%
10.3%
3.0%
1.6%
7.9%
3.7%

（0.1%）
（56.0%）
（2.3%）
（23.7%）
（4.8%）
（1.5%）
（1.7%）
（6.7%）
（3.3%）

（0.1%）
（56.2%）
（2.0%）
（23.9%）
（4.5%）
（1.7%）
（1.7%）
（6.7%）
（3.3%）

（0.1%）
（57.3%）
（4.2%）
（23.2%）
（3.0%）
（0.8%）
（1.4%）
（6.4%）
（3.6%）

全体
１年生

２年生

３年生

表1-2　年間授業時数

※カッコ内は2011年度調査の結果。2011年度の値は、東北６県と茨城県は含まない。
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学
習
指
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や
学
校
で
の
取
り
組
み

Q 新学習指導要領の全面実施後、次のようなことが課題になっていますか。

約半数が「教員の多忙化の加速」「授業時間の確保」を「とても
課題」と感じている。

新学習指導要領の全面実施後の課題として､ ｢とても課題と感じる｣が最も多いのは､ ｢教員の多忙化の
加速｣で54.9%、「やや課題と感じる」も含めると90.3%が課題に感じている。次に多いのは｢授業時
間の確保｣（50.3%）､｢人員の不足｣（44.3%）､｢担当教科による教員間の負担のアンバランス｣（37.2%）
と続く｡ 教員の負担に関する項目で課題認識が強くなっている｡

DATA❺	新学習指導要領の全面実施後の課題

教員の多忙化の加速

授業時間の確保

学習意欲の向上や
学習習慣の確立

担当教科による教員間の
負担のアンバランス

人員の不足

各教科における言語活動
の充実方法

授業についていけない
生徒の増加

生徒間の学力格差の拡大

新しい学力観に対応した
評価のあり方

教育課程の編成

施設・設備の不足

教科書の内容の増加

教材・教具の不足

生徒の疲れの増加

教員の指導力の不足

（％）

54.9 0.9
0.7

35.4

50.3 0.9
2.2

33.4

1.0

1.1

1.8

1.0

1.5

1.6

1.2

2.9

2.7

2.8

2.8

3.7

28.7 1.015.815.8

13.213.2

8.08.0

53.5

43.8

36.6

59.1

37.2 1.116.916.9

44.3 0.916.416.4

21.5 0.917.517.5

31.4 1.018.918.947.1

24.6 1.123.723.749.0

15.4 1.026.526.555.8

46.9

44.0

48.8

48.1

42.5

38.9 5.5

23.8 2.623.923.9

20.9 1.131.331.3

15.5 1.031.831.8

14.6 1.233.333.3

12.0 1.140.640.6

4.9 1.649.249.2

図1-7　新学習指導要領の全面実施後、課題になっていること
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Q 貴校では、今年度次のことにどのように取り組まれる予定ですか。

約半数の学校で｢言語活動の充実に資する全校的な取り組み｣
を増やす予定。

新学習指導要領の全面実施を受けて､ ５つの取り組みについて変化がないかをたずねた。生徒の学習
指導に関する項目については､ ｢言語活動の充実に資する全校的な取り組み｣ を約半数が ｢増やす予定｣
である。｢宿題｣｢放課後の学習指導｣を｢増やす予定｣は２割弱であった。一方､ 教員に関する取り組み
として､ ｢校内研修｣を｢増やす予定｣が32.7%、｢外部人材の活用｣を｢増やす予定｣は17.4%であった。

DATA❻	新学習指導要領の全面実施後の取り組みの変化

■ 増やす予定　■ これまでと変わらない　　 減らす予定　■ 無答・不明

（％）

言語活動の充実に資する
全校的な取り組み

宿題

校内研修

外部人材の活用

放課後の学習指導

0.953.545.6

0.0

0.565.532.7

1.4

0.781.517.6

0.1

0.781.617.4

0.3

0.982.516.1

0.5

図1-8　学校の取り組みの変化

14

※これまで実施しておらず､ 今年度も実施する予定がない場合は｢これまでと変わらない｣に含まれる。
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理科の学習指導
（理科教員調査）
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解説◉調査結果から読み取れること

ている割合が24.1%と2008年の20.3%から3.8ポ

イント増である。増加はしているものの、「実験」

や「観察」の実施率の増加から考えると少ない。

今年４月に初めて理科で実施された「全国学力･

学習状況調査」の結果をみると、「観察･実験の結

果などを整理･分析した上で､ 解釈･考察し､ 説

明することなどに課題が見られる」との指摘がな

されている。 また、新学習指導要領で各教科に

求められている「言語活動の充実」という面から

も、レポートを作成し、説明するといった活動を

一層充実させていく必要があるだろう。

同様に「言語活動」に関連する項目に着目する

と、｢自分の意見の発表｣「グループでの活動」を

年間どれくらいの授業で取り入れているのか、そ

の割合をたずねている。結果は、いずれもその頻

度を表す実施割合の分布に、2008年度からほと

んど変化がみられなかった（p.18 図２- ２参照）。

「グループでの活動」に話し合いなどの活動を含

むと考えると、理科における「言語活動の充実」

についてはまだあまり変化がみられないようだ。

学習内容が増加している中で、このような活動を

日頃の授業にどのように取り入れていくのか時間

的な問題もあり、工夫が求められるところであろ

う。

2 日々の指導の中で感じること（課題）

新学習指導要領の実施前後で、理科教員が指導

の中で感じる課題意識に変化はあるのだろうか。

今回たずねた項目の中で、2008年度比で、比較

的差異がみられたのは、「子どもたちの科学に触

れる機会が減ってきている」と感じている割合

３年間の移行措置を経て、新学習指導要領が全

面実施となり、全国の中学校で新しい教科書を用

いた指導が始まった。今年度の理科教員調査のね

らいは主に次の２点である。第１点は、先行実施

前の2008年にたずねた「理科の授業における学習

活動」「日々の指導の中で感じること（課題）」と

共通の質問項目で経年比較をすることにより、新

学習指導要領の実施後に指導方法や課題認識に変

化がみられるのかを探ることである。もう１点は、

ここ数年､ 国が中心となって学校への電子黒板な

どのICT機器の普及が推進されてきたが、実際

に理科の授業でICTがどのくらい活用されてい

るのか、その実態を明らかにすることである。以

下この２点を中心に結果をみていきたい。

1 理科の授業における学習活動の変化

新学習指導要領では、科学的な思考力・表現力

の育成を図るために、実験・観察の充実が求めら

れているが、この４年間でどのくらい変化がみら

れただろうか。

「実験」「観察」の年間の授業における実施時間

数をたずねたところ、「実験」を年間「16時間以

上」（選択肢中最も多い時間数）行っているとの

回答が61.2%で、2008年度に比べて8.5ポイント

増加した。「観察」は「実験」ほどではないが、同

じく｢16時間以上｣実施している割合が2008年の

28.6%から2012年は33.2%と4.6ポイントの増加

である。「実験」も｢観察｣も充実に向け時間が増

えたといえるだろう。

一方、観察や実験の結果を考察しまとめる「レ

ポートの作成」については｢16時間以上｣ 実施し

Benesse教育研究開発センター研究員　吉本		真代
2
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3 ICTの活用状況について

最後に簡単にICTの活用状況の結果について

触れたい。見えない事象を多く扱う理科は、ICT

との親和性が他教科より高いのではないかと推測

されるが、実際の活用状況はどうなのだろうか。

結果は、「電子黒板」の使用率（年間１時間以上使

用している割合）が22.3%、「電子（デジタル）教科

書（指導者用）」17.7%、「電子（デジタル）教材（指

導者用）」35.9%、「タブレットPC（学習者用）」4.8%

であった。

文部科学省の「平成23年度 学校における教育

の情報化の実態等に関する調査」によると、2012

年３月現在､ 公立中学校に「電子黒板」のある割

合は72.5%、一学校あたりの整備台数は1.9台、「電

子（デジタル）教科書」の整備率は22.6%であっ

た。本調査には私立学校を含むので、公立だけの

使用率を算出すると「電子黒板」23.9%、「電子（デ

ジタル）教科書」18.4％である。これらの数値から

は、「電子黒板」は使用率が整備率を大きく下回っ

ていることがわかる。また、本調査では、社会

科についてもたずねているが、結果は、「電子黒

板」の使用率が20.3%、「電子（デジタル）教科書」

が8.1%であった。「電子黒板」の使用率は理科と

ほとんど違わないが、「電子（デジタル）教科書」

については理科の半数程度であった。「電子黒板」

については、主に、使用する際の持ち運びやセッ

ティングの手間、使いやすいコンテンツが十分に

揃っていないことが利用のハードルになっている

と聞く。教育の情報化はまだ過渡期にあり、継続

して今後の変化をとらえていきたい。

（とても+まあ感じる、以下同）で2008年の84.9%

から2012年は79.3％と、5.6ポイント減少し、改

善傾向がみられる。これは前述したような「実験」

の時間数の増加の影響かもしれないが、社会全体

として、科学に触れる機会を提供するNPO法人

などが増えてきていることも関係しているのかも

しれない。また、自然体験についても「子どもた

ちの自然体験の機会が減ってきている」と感じて

いる割合は89.9%で、2008年度の92.5%からあま

り変化はないものの、「とても感じる」の割合を

みると、2008年度の51.4%から2012年度は42.9%

と8.5ポイント減少し、こちらも改善傾向がみら

れる。しかし、2005年度の水準（「とても感じる」

32.2%）には戻っていない。それ以外の項目では

2008年度比であまり意識の変化はみられなかっ

た。

授業や学習指導に関することで、あまり変化は

ないものの依然として高いものが「指導の準備にか

けられる時間が足りない」（2008年：90.4%→2012

年：89.7%、以下同）、「指導のスキルを高めるよう

な機会が十分にない」（76.7%→73.2%）、｢実験を

行う時間が十分にとれない｣（58.1％→55.9%）で

ある。教員の多忙化や時間不足については、来年

度から５ヶ年の教職員定数改善計画が実行に移さ

れ、2013年度概算要求では「理数教育の推進」と

して観察実験アシスタントの設置も盛り込まれて

いる。これらの施策により、今後多忙化の問題

が徐々に改善されていくことが期待される。ま

た、実験の時間の問題については、前節で「レポー

トの作成」の増加率が比較的低いことを指摘した

が、やりたくてもそこまで時間がとれないという

状況を表しているのかもしれない。
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Q 次のような学習活動を、どのくらいの授業で取り入れていますか。

2008年度に比べて｢自分の意見の発表｣ ｢グループでの活動｣な
どの学習活動に大きな変化はみられない。

理科の授業において､ ｢自分の意見の発表｣ ｢ワークシートの活用｣を授業の7割以上（9割以上+7〜
8割の授業で行う）で取り入れている教員が3分の1である（図2-1）。また､ 2008年度調査と比べる
と｢自分の意見の発表｣ ｢ワークシートの活用｣ ｢グループでの活動｣「小テストの実施」のどの項目もあ
まり変化はみられなかった（図2-2）｡

DATA❶	理科における学習活動について・その１

2
理
科
の
学
習
指
導

図2-1　取り入れている学習活動

ワークシートの活用

自分の意見の発表

グループでの活動

写真の活用

小テストの実施

映像の活用

図や表の読み取り・作成

■ ９割以上の授業で行う　 ■ ７～８割の授業で行う　 　 ４～６割の授業で行う
■ ２～３割の授業で行う　 　 １割くらいの授業で行う　 ■ ほとんど行わない　 ■ 無答・不明

（％）

19.3 8.06.122.622.6

14.9
2.7
8.024.824.8

10.6
2.5
7.829.729.7

11.111.1

10.610.6

8.18.1

6.3
4.6
7.925.825.8 16.216.2

6.2 7.616.116.1 28.028.0

7.8

9.0

9.816.416.4 29.929.9

1.9
8.4

18.1

18.8

22.4

24.2

25.9

27.4

33.8

14.8

20.2

18.9

15.0

7.2

6.5

8.6
2.1

2.1
26.326.3 18.918.9

図2-2　取り入れている学習活動
（％）

2008年

2012年

ワークシート
の活用

2008年

2012年

自分の意見の
発表

2008年

2012年

グループでの
活動

2008年

2012年

小テストの
実施

18.5 7.319.9

16.1

20.7

21.0 6.619.7

21.521.5

24.624.6

12.112.1

12.012.0

21.0 21.2

21.9

14.6

16.2 20.5

26.926.9

27.027.0

12.312.3

11.511.5

22.2 22.7

20.5

12.2

11.5 24.3

30.630.6

32.232.2

8.68.6

8.88.8

8.6 10.727.4

7.8

7.1

6.7 9.728.0

17.917.9

17.417.4

28.328.3

30.430.4

4.1

2.9

3.7

2.7

※図2-2については、経年比較のため無答･不明を除外して比率を算出しなおしている。
　そのため、2012年度の値は、図2-1とは異なっている。
※グラフの凡例は図2-1に同じ。
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2008年度比で「実験」｢観察｣が増加。61.2％が「実験」を年間
「16時間以上」行っている。

｢実験｣を年間｢16時間以上｣行うとの回答が61.2%で、2008年度と比べて8.5ポイント増加してい
る｡ また、｢観察｣についても｢16時間以上｣が33.2%で、2008年度比で4.6ポイント増えている。
｢レポートの作成｣も｢16時間以上｣の割合が若干増えているが､ ｢実験｣ ｢観察｣ほどではない｡ ｢ゲス
ト講師による授業｣を実施しているのは１割程度と､ ほとんどの学校で行われておらず､ 2008年度か
らの変化はみられない。

DATA❷	理科における学習活動について・その２
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Q 次のような学習や活動を年間でどのくらい行っていますか。おおよその授業時間数をお答え
ください。
図2-3　取り入れている学習活動

2008年

2012年

実　験

2008年

2012年

観　察

2008年

2012年

レポートの作成

2008年

2012年

ゲスト講師による授業

26.452.7

61.2 22.0

17.317.3

12.812.8

21.0 20.5 16.9

21.9

28.6

33.2 18.8 15.0

29.629.6

28.128.1

12.6 24.4 6.5

12.0

20.3

24.1 22.6 5.8

21.121.1

20.520.5

13.813.8

12.812.8

86.0

84.7

10.310.3

10.610.6

1.1

1.5

0.8

1.2

1.2

2.1

1.1

1.9

（％）
0.42.4

3.0

3.1

2.4

0.3

0.2

0.2

0.2 2.1

1.8

0.1

0.3

0.4

0.4

0.4
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｢子どもたちの科学に触れる機会が減ってきている｣と感じる
割合が2008年度比で減少。

理科教員が「指導の準備にかけられる時間が足りない」と感じている割合（「とても感じる」+「まあ感じ
る」、以下同）は89.7%であり、2008年度からほとんど変化がなく、依然として高い。また、「子ど
もたちの科学に触れる機会が減ってきている」と感じている割合は79.3%と高いものの、2008年度
比では5.6ポイント減少し、やや改善傾向がみられる。

DATA❸	日々の指導の中で感じること

2
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Q 日ごろ授業をされていて、次のようなことを感じることはありますか。

2005年

2008年

2012年

指導の準備に
かけられる時間が

足りない

2008年

2012年

指導のスキルを
高めるような機会が

十分にない

2008年

2012年

担当している授業の
時数が多すぎる

2005年

2008年

2012年

授業をどのレベルに
合わせて進めれば

よいか悩む

2005年

2008年

2012年

実験を行う時間が
十分にとれない

2012年理科室の確保が
難しい

2005年

2008年

2012年

子どもたちの
自然体験の機会が
減ってきている

2008年

2012年

子どもたちの科学に
触れる機会が減って

きている

■ とても感じる　 ■ まあ感じる　 　 あまり感じない　 ■ まったく感じない　 ■ 無答・不明 （％）

42.9 1.041.5 14.014.0

52.8 0.637.6 8.18.1

51.1 0.638.6 9.19.1

0.5

0.9

0.6

22.5 0.954.2 21.021.0

20.2 0.853.0 24.824.8

1.4

1.3

19.1 1.28.927.6 43.243.2

15.4 0.99.927.7 46.146.1

8.1 1.440.1 46.846.8

9.7 0.839.2 45.745.7

11.2 0.941.0 42.542.5

3.7

4.5

4.4

19.5 1.240.8 36.036.0

17.7 0.840.4 37.237.2

16.7 0.739.2 39.039.0

2.6

4.0

4.3

12.1 0.834.419.4 33.333.3

32.2 0.853.2 13.013.0

51.4 0.941.1 6.16.1

42.9 0.747.0 8.58.5

0.8

0.5

0.9

34.8 1.050.1 13.713.7

28.0 0.751.3 19.019.0

0.4

0.9

＊

＊＊

＊

＊

図2-4　日々の指導の中で感じること

※＊の項目は2005年度調査では聞いていない。＊＊の項目は2005年・2008年度調査では聞いていない。
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DATA❹	授業でのICTの活用状況

理科の授業での｢電子（デジタル）教科書｣の使用率は17.7%､
｢電子（デジタル）教材｣は35.9%。

理科の授業でのICTの年間活用時間をたずねたところ､ もっとも活用されているのは｢電子（デジタル）
教材（指導者用）｣で使用率が35.9%､ 次に｢電子黒板｣22.3%､ ｢電子（デジタル）教科書（指導者用）｣
17.7%であった。｢電子（デジタル）教材｣は7.5％が｢16時間以上｣活用していると答えている｡ 一方､
｢タブレットPC（学習者用）｣については､ 使用率は4.8%とごく少数であった｡
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Q 次のツールを年間でどれくらい活用していますか。おおよその授業時間数をお答えください。

図2-5　ICTツールの活用時間

電子黒板

無答・不明0.9

使用し
ている
22.3 5.4

1.8 1.5

電子（デジタル）教科書（指導者用）

無答・不明1.2

使用している

17.7

4.8

4.2

電子（デジタル）教材（指導者用）

無答・不明1.2

使用し
ている
35.9 9.2

タブレットPC（学習者用）

無答・不明1.2

使用している

1.2

3.3 0.3

0.6

使用して
いない
76.7

5.45.4

3.93.9
使用して
いない
81.2

4.94.9

2.72.7

5.8 4.4

使用して
いない
62.9

使用して
いない
94.0

8.28.2

7.77.7

1.91.9

7.5 0.8



22

１分野と２分野を｢並行では進めない｣学校が多く、１年生で
90%、２年生･３年生で86～ 87%。

１分野･２分野の進め方については､ ｢並行では進めない｣学校がほとんどで､ １年生が90.2%､ ２年
生と３年生はそれぞれ86.9%､ 86.3%となっている｡ ｢並行では進めない｣とする学校の指導順序に
ついては､ 新学習指導要領で学年内の学習順序の規定が弾力化され、新しい教科書になった今年度は､
前年度までとは大きく異なる結果となっている｡

DATA❺	授業の進め方

Q

Q

中学１年生（中学２年生、中学３年生）では、どのように授業を進める予定ですか。

【「並行では進めない」に回答した場合のみ】それぞれの単元をどのような順序で進めますか。

2
理
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の
学
習
指
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植物の生活と種類
植物の生活と種類

身の回りの物質
植物の生活と種類
植物の生活と種類

その他

身近な物理現象
身の回りの物質

植物の生活と種類
身の回りの物質
身近な物理現象

身の回りの物質
身近な物理現象

身近な物理現象
大地の変化
大地の変化

大地の変化
大地の変化 64.2%

16.1%
8.5%
4.2%
1.8%

1.8%

大地の変化
身近な物理現象
身の回りの物質

植物の生活と種類 大地の変化 身の回りの物質 1.8%身近な物理現象
身の回りの物質 植物の生活と種類 大地の変化 1.6%身近な物理現象

化学変化と原子、分子
化学変化と原子、分子

電流とその利用

動物の生活と生物の変遷
動物の生活と生物の変遷

動物の生活と生物の変遷

動物の生活と生物の変遷
動物の生活と生物の変遷

動物の生活と生物の変遷
化学変化と原子、分子
化学変化と原子、分子
電流とその利用

天気とその変化
電流とその利用

化学変化と原子、分子
電流とその利用
天気とその変化
化学変化と原子、分子

電流とその利用
天気とその変化 56.6%

化学 生命 運動 地球 17.2％
7.2%

生命 化学 運動 地球 4.9%
運動 生命 自然界 化学 4.2%
運動 生命 自然界 化学 3.9%
生命 化学 運動 エネルギー 3.8%
生命 化学 運動 地球 3.5%

化学 生命 運動 エネルギー
2.8%運動 生命 化学 地球
2.7%

運動 エネルギー 生命 自然界 1.7%
運動 エネルギー 生命 自然界 1.7%
生命 化学 運動 地球 1.5%
その他

エネルギー
運動 生命 自然界 化学 地球

自然界
地球
地球
地球
エネルギー

科学発展
エネルギー

化学
化学
自然界

科学発展
自然と人間
自然と人間
エネルギー
自然と人間
自然界
科学発展

地球
科学発展

地球
地球
エネルギー

9.5%
7.5%
7.3%
6.7%
4.4%

天気とその変化
天気とその変化
電流とその利用
天気とその変化

化学変化と原子、分子 電流とその利用 動物の生活と生物の変遷 1.9%天気とその変化
電流とその利用 動物の生活と生物の変遷 天気とその変化 1.8%化学変化と原子、分子
その他 4.4%
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２年生

３年生
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→
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自然界
科学発展
エネルギー
科学発展
エネルギー
自然と人間
自然界

自然界
自然界

科学発展
自然と人間
科学発展

→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→

自然と人間
エネルギー
科学発展
自然と人間
科学発展
科学発展
自然と人間

自然と人間
自然と人間

自然と人間
科学発展
自然と人間

→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→
→

図2-6　授業の進めかた

表2-1　授業の進めかた

1年生

2年生

3年生

■ 1分野・2分野を並行で進める　 ■ 並行では進めない　 ■ 無答・不明

（％）

9.8 90.2

13.0 86.9

86.3 0.7

0.1

0.0

13.0

※運動：運動とエネルギー　化学：化学変化とイオン　エネルギー：科学技術と人間（様々なエネルギーとその変換）
　科学発展：科学技術と人間（科学技術の発展）　生命：生命の連続性　地球：地球と宇宙
　自然界：自然と人間（自然界のつり合い）　自然と人間：自然と人間（自然の恵みと災害）
※「1分野・2分野」の区別については、昨年度との比較やわかりやすさの観点から今年度も使用しています。
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3 社会科の学習指導
（社会科教員調査）
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2 歴史と公民とのかかわりについて

学習指導要領では、歴史の授業時数は130単位

時間で、１・２学年に90単位時間、３学年に40

単位時間を配当することになっている。２学年で

どの時代までを扱うかについての規定はなく、各

学校の実態に応じて工夫することになる。

各社の教科書や指導計画を調査してみると2学

年末までに扱う内容として「⑸近代の日本と世

界」の中項目「エ」（我が国の産業革命等）または

「オ」（第一次大戦の背景とその影響等）までとし

ている例が多い。

３学年の公民の扱いに関する調査結果には「歴

史を終わらせてから公民」とする割合は79％であ

る。公民の最初の単元「⑴私たちと現代社会」の

「ア」は、１・２学年の地理と歴史の学習で習得

した知識や概念、技能を活用する学習活動を重視

した目標・内容となっていることから妥当な結果

と思われる。

3 多様な学習活動

今回の学習指導要領の改訂に当たって基礎的・

基本的な知識・技能の習得とともに、習得した知

識・技能を活用して課題を解決するために必要な

思考力・判断力・表現力の育成を重視しているた

め、教科書の記述内容も従前とは大きく様変わり

している。社会的事象や事項に関する解説等の記

述は従前通りであるが、さらに事象の背景を考察

する学習活動や主体的な探究学習への取組みに関

する記述が加わっている。考察したり探究学習に

取り組んだりするためには教師の指導とともに調

べ学習や話し合い学習など生徒が主体的に活動す

1 地理的分野、歴史的分野の授業の進め方

学習指導要領の改訂によって社会科各分野に割

り当てられた授業時数は増えている。各学年への

配当時間は１学年105時間、２学年105時間と従

前とは変わらないが３学年が140時間と大幅な増

となったため、各学年における分野ごとの授業の

進め方には担当者の工夫が必要となった。

調査結果では１学年、２学年ともに地理的分野

（以下　地理）と歴史的分野（以下　歴史）の両分野

を扱う割合は91％となっている。

１学年、２学年の地理・歴史の両分野の履修に

関しては、学習指導要領の「第２章 第２節 社会」

の「第３指導計画の作成と内容の取扱い」の１の

⑵において“各分野の履修については、第１、第

２学年を通じて地理的分野と歴史的分野を並行し

て学習させることを原則とし、～”との規定があ

る。１学年、２学年の授業の進め方については、

ほぼこの原則に則って実施されていることが読み

取れる。並行で進める場合の地理と歴史の授業の

進め方については「１ヶ月、１単元ごとに地歴交

互」に扱う割合が約７割で、学習内容や教科書の

構成などを勘案すると妥当な結果と思われる。な

お、地理・歴史の学習の順序についての規定はな

いので各学校の実情に応じて適切に工夫すること

になる。

４月当初の授業では小学校６学年の３学期の学

習内容との連続性を考慮したり生徒の要望を取り

入れたりする工夫は必要と思われる。その際、小

学校の社会科の教科書や地図帳を活用するなどの

工夫をすると、生徒の興味・関心に応じた学習活

動とすることができ、中学校の学習に対する抵抗

感（中１ギャップ）を少なくすることができる。

元全日本中学校長会長　佐野		金吾
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解説◉調査結果から読み取れること
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る学習を取り入れた多様な学習活動が必要である。

「学習活動」に関する調査結果として78％の教

員が４割以上の授業で地図帳を活用している。地

図帳に関しては小学校４学年から社会科の授業で

扱うことになっている。小学校で身に付けた地図

活用の技能を中学校社会科の学習でさらに習熟さ

せることは担当者の重要な役割である。新学習指

導要領の地理の「３　内容の取扱い」の⑵のアに

は“教科用図書「地図」を十分に活用すること。”と

の指摘がある。なお、地図帳には歴史の教科書で

扱っている事項や地名、公民で扱う国際問題や環

境問題に関する事象も扱っているので歴史や公民

の授業でも活用したい。

「図や表の読み取り」も78%の教員が４割以上の

授業で行っている。｢図や表の読み取り｣は、地理

では人々の生活環境や産業の様子を読み取る上で

欠かすことができない学習活動であり、歴史にお

いても図表から各時代の特色を読み取る学習は歴

史的事象を主体的に考察する上で重要である。

また、思考力・判断力・表現力を育むためには

「調べ学習」や「フィールドワーク」、「レポートの

作成と発表」など、生徒が主体的に活動する学習

活動を重視することになるが、調査結果からは、

これらの学習活動に授業時間を充てようとする努

力がうかがわれる。クラスの仲間と一緒になって

学び合う学習は、生徒の学習への関心・意欲を喚

起する上でも重要である。

4 言語活動の充実

今回の学習指導要領の改訂では生徒の学習にお

ける言語活動の育成が重視されている。調査結果

では「グループでの話し合い」や「自分の意見の発

表」などの言語活動を取り入れている様子がうかが

える。なお、「ワークシートの活用」の割合も多い

が、ワークシートは知識の習得とともに生徒自身の

意見を表現するツールとしても活用できるので、言

語活動の充実、表現能力の向上を図る上で今後一

層の工夫改善が期待される。言語活動を重視する

ねらいは、単に話し合い活動などによって生徒の

発言や言語の数を増やすことではなく、「思考力・

判断力・表現力」を育むことにある。そのためには、

社会の授業を通して、生徒が学習課題を見いだし、

社会的事象の意義や特色、相互の関連を多面的・

多角的に考察し、社会の変化を踏まえ公正に判断

して、その過程や結果を適切な方法で表現できる

学習活動の工夫開発が必要となる。

5 教科指導力の向上について

学校教育法によって学力の要素が規定され、学

習指導要領の改訂によって学力の育成が重視され

ている。こうした状況の中で教科指導力の向上を

図ることは教師にとっては重要な課題である。しか

し授業時数の増加などによって教師が主体的に研

修する時間にはかなりの制約がある。調査結果で

は「指導の準備にかけられる時間が足りない」と感

じる割合（とても感じる+まあ感じる）が89%として

表れている。この課題に対処するためには社会科

担当者だけの努力では解消困難である。学校管理

職を中心として学校をあげて各学校の教育課程を

見直す中で、新学習指導要領の総則の「第３ 授業

時数等の取扱い」の規定を活用して、“時間割の弾

力的編成”、“生徒の生活時程”、“１単位時間の運用”

などを取り入れて教師の自己研修の時間を生み出

す校内の協議が不可欠な取り組みといえる。
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2008年度と比べて｢グループでの話し合い｣が増加｡
社会科の授業の中で､ ｢図や表の読み取り｣ ｢地図帳の活用｣ ｢ワークシートの活用｣を授業の７割以上
（９割以上+７〜８割の授業で行う）で取り入れているとの回答が４割を超えた（図3-1）｡ 2008年度
と比較すると､ ｢グループでの話し合い｣を｢４割以上｣（９割以上+７〜８割+４〜６割の授業で行う）
の授業で行っている割合が､ 2008年度の30.0%から2012年度は36.7%に増えている（図3-2）｡

DATA❶	社会科における学習活動について

Q 次のような学習活動を､ どのくらいの授業で取り入れていますか。
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図3-1　取り入れている学習活動（2012年）

ワークシートの活用

図や表の読み取り

自分の意見の発表

地図帳の活用

小テストの実施

年表の活用

グループでの話し合い

新聞の活用

（％）

23.6 24.524.5

18.8

3.9

4.1

3.8

3.2

3.6

4.0

4.1

4.4

29.329.3

18.6 23.623.6

8.58.5

11.811.8

18.2
0.7

2.5

0.1

4.5
32.632.6

13.9

6.1

20.220.2 19.519.5 8.0

4.931.431.4 12.912.9

8.1

18.7

14.7

20.1

27.3 14.6

23.6

26.2

29.7

16.5

29.8

19.6

11.2

14.5

9.1
4.4

21.721.7 22.922.9

17.924.811.511.5 37.437.4

3.4

3.1

2.31.7
図3-2　取り入れている学習活動（経年比較）

2008年ワークシート
の活用 2012年

2008年図や表の
読み取り 2012年

2008年自分の意見の
発表 2012年

2008年
地図帳の活用

2012年

2008年小テストの
実施 2012年

2008年グループでの
話し合い 2012年

2008年
新聞の活用

2012年

（％）

21.6 4.921.1

24.5 4.617.1

19.9

19.4

8.88.8

8.88.8

23.823.8

25.525.5

14.8 0.432.4 15.3

19.6 0.131.0 15.4

4.4
32.632.6

30.630.6

16.7 4.019.0

19.3 2.620.4

20.6

20.9

14.714.7

12.312.3

25.025.0

24.624.6

15.9 1.726.4

18.8 0.728.2

17.3

15.1

34.134.1

33.733.7

15.1 13.7 22.6

14.4 11.6 24.4

20.020.0

20.320.3

20.720.7

21.021.0

29.5

30.99.5

6.4 26.826.8

23.923.9

20.820.8

22.722.7

26.2

25.9

17.1

18.8

13.6

8.4

7.9

8.3

40.440.4

39.139.1

11.311.3

12.012.0
2.4

4.5

1.7

2.9

2.8

1.9

3.2

3.5

4.6

※図3-2については、経年比較のため無答･不明を除外して比率を算出しなおしている。
　そのため2012年度の値は図3-1とは異なっている。
※グラフの凡例は図3-1に同じ。



27

｢調べ学習｣ は年間 ｢３～５時間くらい｣ が36.0%､ ｢フィールド
ワーク｣は｢１～２時間くらい｣が19.5%で最多｡

探究型学習について､ 学習活動別の年間の実施時間数をたずねた｡ ｢調べ学習｣は｢３〜５時間くらい｣
が36.0%で最も多い｡ また､ ｢フィールドワーク｣を１時間以上行っている（「1〜2時間くらい」〜「16
時間以上」の合計値、以下同）のは３分の１程度で、その中でも｢１〜２時間くらい｣が19.5%と最も多
くなっている｡ また、｢レポートの作成｣については､ 86.8%が１時間以上行っており､ 最も多い時間
数は｢３〜５時間くらい｣で40.3%である｡ ｢レポートの発表｣については､ 1時間以上行っている割合
が78.8%となり､ 最も多い時間数は｢１〜２時間くらい｣で47.2%となっている。

DATA❷	探究型学習における学習活動について

Q テーマを設定し探究する学習について､ 次のような学習活動を年間でどのくらい行っていま
すか｡ おおよその授業時間数をお答えください。
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図3-3　探究型学習における学習活動

調べ学習

フィールドワーク

レポートの作成

レポートの発表

（％）

7.0 36.0 5.413.013.031.931.9

40.3 10.624.124.119.019.0

23.5 18.247.247.27.27.2

2.5

10.3 62.119.519.5 4.3

2.7

3.0

4.2

3.40.1

0.8 2.6

0.4

0.2 0.7
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社会科教員の88.8%が｢指導の準備にかけられる時間が足りな
い｣､ 81.0%が｢『活用』を中心とした学習時間が十分にとれない｣
と感じている｡

日ごろ授業をしていて感じる課題としては､ ｢指導の準備にかけられる時間が足りない｣ と感じてい
る割合（｢とても感じる｣+｢まあ感じる｣､ 以下同）が88.8%と高い（図3-4）｡ ｢とても感じる｣だけでも
45.0%にのぼる｡ 経年でみても､ 2008年度比でほとんど変化がみられない（図3-5）｡ また､ 生徒への
学習指導に関して｢『活用』を中心とした学習時間が十分にとれない｣と感じている割合が81.0%と高く､
ほぼ４分の１にあたる23.1%が｢とても感じる｣と回答している｡

DATA❸	日々の指導の中で感じること
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Q 日ごろ授業をされていて､ 次のようなことを感じることはありますか。

指導の準備にかけられる
時間が足りない

指導のスキルを高めるような
機会が十分にない

授業をどのレベルに合わせて
進めればよいか悩む

教科書をどこまで教えたら
よいかの判断が難しい

「言語活動」をどのように
充実させればよいか悩む
「習得」を中心とした

学習時間が十分にとれない
「活用」を中心とした

学習時間が十分にとれない

（％）

45.0 0.9
0.6

43.8

18.8 1.3
1.4

55.5
2.9

2.3

2.3

1.3

13.0 1.137.437.4

23.123.1

9.79.7

45.5

35.4

52.8

49.5

10.1 6.1 1.147.247.2

18.9 1.524.524.5

12.3 1.334.734.7

23.1 1.216.616.657.9

図3-4　日々の指導の中で感じること（2012年度）

■ とても感じる　 ■ まあ感じる　 　 あまり感じない　 ■ まったく感じない　 ■ 無答・不明

2005年
指導の準備に

かけられる時間が
足りない

2008年

2012年

指導のスキルを
高めるような機会が

十分にない

2008年

2012年

2005年
授業をどのレベルに
合わせて進めれば

よいか悩む
2008年

2012年

（％）

38.1 0.6

46.8 0.6

47.1

42.6

13.713.7

9.29.2

0.4

0.8

0.6

1.0

1.4

45.0 0.943.8 9.79.7

22.5 0.856.2 19.419.4

18.8 1.355.5 23.123.1

12.1 0.850.9

9.9 0.944.1

34.934.9

41.541.5

1.3

3.7

2.9
13.0 1.1　45.5 37.437.4

図3-5　日々の指導の中で感じること（経年比較）

※「指導のスキルを高めるような機会が十分にない」は、2005年度調査では聞いていない。
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社会科の授業での｢電子黒板｣の使用率は20.3%､ ｢電子（デジ
タル）教科書（指導者用）｣は8.1%｡

社会科の授業でのICTの年間活用時間をたずねたところ､ ｢電子黒板｣の使用率が20.3%､ ｢電子（デ
ジタル）教科書（指導者用）｣が8.1%､ ｢タブレットPC（学習者用）｣は4.5%であった｡ 最も使用率の
高い｢電子黒板｣の内訳をみても､ ｢16時間以上｣使用している割合は5.2%であった｡

DATA❹	授業でのICTの活用状況
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Q 次のツールを年間でどれくらい活用していますか｡ おおよその授業時間数をお答えください。

20.3

無答・不明1.1

使用している

4.9

無答・不明1.2

使用している

8.1 1.8

使用している4.5

0.9

電子黒板

1.7 0.6

電子（デジタル）教科書（指導者用）

タブレットPC（学習者用）

無答・不明1.2

使用して
いない
78.6

5.25.2

3.33.3 使用して
いない
90.7

2.72.7

1.31.3

5.2 1.7

2.22.2

0.4

0.3
0.7

使用して
いない
94.3

図3-6　ICTツールの活用時間
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地理と歴史の進め方はパイ型が91%｡

授業の進め方については、パイ型が１年生91.2%､ ２年生90.7%と多数を占めている｡ ザブトン型
は１割弱で､ １年生に｢地理｣､ ２年生に｢歴史｣を扱うパターンがほとんどである｡ また､ パイ型で進
める場合の地理と歴史の進め方については、｢１ヶ月や１単元の区切りごとに地理･歴史を交互に行う｣
が最も多く､ １年生71.2%、２年生67.6%であった｡ 次年度の３年生の授業の進め方は｢歴史を終わ
らせてから公民を行う｣が79.3%と最も多い。「公民のみ行う」との回答も6.2%あったが、その多く
は私立の学校であった。

DATA❺	授業の進め方

Q

Q

Q

中学1年生（中学2年生）では、どのように授業を進める予定ですか。

【「パイ型」と回答した場合のみ】地理と歴史をどのように扱いますか。

次年度（平成25年度）の３年生の授業の進め方について、最も近いものを１つだけお選びく
ださい。
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※２年生担当の教員のみ。

図3-7　授業の進め方

表3-1　地理と歴史の扱い方

図3-8　次年度の3年生の授業の進め方

1年生

2年生

8.8 91.291.2

0.2

0.0
（％）0.0

0.6
90.78.5

1年生

１週間の授業時間で地理・歴史をどちらも行う

１～２週間ごとに、地理・歴史を交互に行う

１ヶ月や１単元の区切りごとに地理・歴史を交互に行う

定期テストごとに、地理・歴史を入れ替えて行う

学期ごとに、地理・歴史を入れ替えて行う

１年を前半後半に分けて、地理・歴史を交互に行う

6.4％

0.6％

5.8％

0.8％

71.2％ 67.6％

8.3％ 7.7％

2.5％ 3.3％

11.0％ 14.8％

2年生

■ 歴史を終わらせてから公民を行う　 ■ 歴史と公民を並行して行う
　 公民のみ行う（歴史は中2までで終了）　 ■ その他　 ■ 無答・不明

79.3 8.0 5.2

1.3

6.26.2

（％）

※｢パイ型｣…πの記号のように､ 地理と歴史を１年間のうちにともに学習すること｡
　｢ザブトン型｣…座布団を重ねるように､ 学年によって１年間地理または歴史のどちらか一方のみを学習すること。
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